
　
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成22年11月12日

【四半期会計期間】 第16期第３四半期(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

【会社名】 ケネディクス株式会社

【英訳名】 Kenedix,Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　川　島　敦

【本店の所在の場所】 東京都港区新橋二丁目２番９号

【電話番号】 03-3519-2530(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　吉　川　泰　司

【最寄りの連絡場所】 東京都港区新橋二丁目２番９号

【電話番号】 03-3519-2530(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　吉　川　泰　司　

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　 　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　 　

　 　

　

EDINET提出書類

ケネディクス株式会社(E05235)

四半期報告書

 1/37



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第15期
第３四半期
連結累計期間

第16期 
第３四半期
連結累計期間

第15期
第３四半期
連結会計期間

第16期 
第３四半期
連結会計期間

第15期

会計期間

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年 
　　１月１日 
至　平成22年 
　　９月30日

自　平成21年
　　７月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　７月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　12月31日

営業収益 (百万円) 69,940 27,931 9,606 4,754 77,831

経常利益又は経常損失
（△）

(百万円) 5,702 3,356 △849 438 225

四半期純利益又は四半期
(当期)純損失(△)

(百万円) △10,094 △522 △1,254 12 △18,438

純資産額 (百万円) ― ― 43,192 71,023 54,525

総資産額 (百万円) ― ― 206,884 205,218 218,603

１株当たり純資産額 (円) ― ― 57,659.0227,166.3238,577.82

１株当たり四半期純利益
又は四半期(当期)純損失
金額(△)

(円) △15,857.76△366.16△1,970.68 7.34△23,968.93

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 17.7 30.3 21.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 50,296 17,126 ― ― 54,553

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △982 △3,894 ― ― △10,980

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △56,541 △18,585 ― ― △37,809

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 8,734 16,358 21,665

従業員数 (名) ― ― 164 159 159

　　(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　　　　　しておりません。

　　　２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

　　 ３　第15期第３四半期連結累計期間、第16期第３四半期連結累計期間、第15期第３四半期連結会計期間及び第15期に

おける潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在しますが１株当た

り四半期（当期）純損失であるため記載はしておりません。また、第16期第３四半期連結会計期間における潜

在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載はしておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。 

　なお、主要な関係会社における異動は「３　関係会社の状況」に記載しております。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

名称 異動内容 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合

（%）

関係内容

（持分法適用関連会社）
タッチストーン・ホール
ディングス㈱　（注）２

新規 東京都港区 300
不動産投資アド
バイザリー事業

20.0役員の兼任１名

（持分法適用関連会社） 
タッチストーン・キャピ
タル証券㈱　（注）２

除外 東京都港区 950
不動産投資アド
バイザリー事業

20.0

当社が組成する私募
ファンドのエクイティ
持分の私募の取扱いを
委託
役員の兼任１名

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　　 ２　持分法適用関連会社でありましたタッチストーン・キャピタル証券㈱は株式移転を実施し、タッチストーン・

ホールディングス㈱を設立いたしました。これに伴い、当社は、タッチストーン・キャピタル証券㈱の株式に

代えてタッチストーン・ホールディングス㈱の株式を保有することになり、タッチストーン・キャピタル証

券㈱は持分法適用関連会社には該当しないことになりました。　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 159

(注)　従業員数については、就業人数を記載しており、受入出向者数を含めております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 46

(注)　従業員数については、就業人数を記載しており、受入出向者数を含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、不動産投資アドバイザリー事業、不動産投資事業、アセットマネジメント事業、債権投

資マネジメント事業を主体としており、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はし

ておりません。

　

(2) 受注実績

当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績の記載はしておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
  至　平成22年９月30日)

金額（百万円） 前年同四半期比（％）

不動産投資アドバイザリー事業 549 222.9

不動産投資事業 3,226 39.1

アセットマネジメント事業 832 100.6

債権投資マネジメント事業 144 53.1

合計 4,754 49.5

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間における、経営上の重要な契約等は以下のとおりです。

(1)　資本・業務提携

①　伊藤忠商事株式会社との資本・業務提携契約書

当社は平成22年７月15日付で伊藤忠商事株式会社との間で資本・業務提携に係る契約書を締結いたしま

した。 

　当該資本・業務提携は、伊藤忠商事株式会社及び当社それぞれが有するネットワーク力、情報力等を背景

として、不動産ファンドの組成やアセットマネジメント業務に関するノウハウの共有・発展を図る等、両社

の経営資源を有効に活用することによって、将来に向けての当社の業容拡大に資するものとすべく、両社に

おける協業によるシナジー効果の共有を目的とするものであります。 

資本・業務提携に係る契約書の内容は以下のとおりであります。

相手方の名称 契約内容 契約期間

伊藤忠商事株式会社 ①　ケネディクス不動産投資法人向けのウェアハウジングファ

ンド、底地を取得対象とするファンドなど新規不動産ファ

ンドの共同組成の検討

②　アセットマネジメント関連業務における人材交流の推進 

③　国内外投資家ネットワークに関する情報共有

自　平成22年７月

至　平成24年７月

（自動更新）
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の経済成長による輸出産業を中心とした企

業収益の改善や個人消費において一部持ち直しの動きが見られる等、緩やかな回復傾向にあるものの、海

外経済の減速懸念や円高の進行、物価の下落基調が続いていることから、企業収益環境や雇用・所得環境

については、依然不透明な状況が続いております。 

　当社グループが属する不動産及び不動産金融業界におきましては、資金調達環境に改善傾向が見られ、

また、J-REITによる物件取得が再開される等、不動産市場の流動性に回復の兆しが出てきております。さ

らに、包括的な金融緩和政策が日本銀行から発表され、対象資産にJ-REITを含んだ資産買入基金の創設が

検討される等の金融政策への期待もあり、足下の市場環境は正常化に向かいつつありますが、完全には事

業環境の不透明さを払拭するに至っておりません。 

　こうした中、当社グループでは急激な事業環境の変化に柔軟に対応すべく、受託資産残高の成長、バラン

スシートのスリム化、安定的な収益構造の構築を柱とした中期経営計画の方針に沿って諸施策を着実に

実行しております。平成22年２月には、当社グループ及び事業環境の変化に伴う中期経営計画の見直しを

行い、アセットマネジメントビジネスへの回帰という基軸を維持しつつ、受託資産残高の成長スピードを

上方修正する等、その実現に向けた取り組みの更なる強化を図っております。 

　特に本邦不動産への投資意欲を有する国内外の投資家に対して、優良案件の発掘と投資機会の提供に注

力し、アセットマネジメント業務の機能を強化しながら、継続的な受託資産の増加を達成しております。 

　平成22年７月には、シンガポールの上場ヘルスケアリートへ有料老人ホームポートフォリオの一部約30

億円を売却すると同時に引き続き当該ポートフォリオに関しアセットマネジメント業務を受託する等、

ファンド組成等を通じて着実にバランスシートのスリム化を図ってまいりました。 

　また、平成22年８月に日本リテールファンド投資法人から譲渡された不動産ポートフォリオ約330億円

について当社を含むエクイティ投資家によって組成されたファンドから新規にアセットマネジメント業

務を受託しました。 

　こうした活動を通じて、当社グループが受託するアセットマネジメント受託残高も順調に増加し、平成

22年９月末現在1兆892億円（前連結会計年度末比1,493億円、15.9％の純増加）となっており、中期経営

計画の柱であるバランスシートのスリム化と受託資産残高の成長を同時に促進することができました。 

　財務面におきましては、平成22年９月に株式会社日本政策投資銀行が運営するUDSコーポレート・メザ

ニン３号投資事業有限責任組合との間で、借入期間最長約２年９ヶ月の無担保ローンとして10億円のコ

ミットメント型劣後タームローン契約を締結いたしました。これは不動産エクイティ出資等に活用する

ものであり、機動性の高い長期安定的な資金を獲得することにより、当社の財務柔軟性を維持しながら戦

略的な投資能力を更に高めていくものと位置づけています。 

　また、平成22年11月９日に償還期限を迎える当社第１回無担保公募社債149億円の償還資金の一部を確

保すると同時に、ファンド組成の為の共同投資資金、ウェアハウジングの為の不動産取得等の投融資資金

を確保することを目的として、平成22年７月15日開催の当社取締役会において、公募による新株式発行、

並びに伊藤忠商事株式会社との業務提携及び第三者割当による新株式発行を決議いたしました。これを

受けて同年８月３日に14,178百万円の公募による新株式発行による払込、８月４日には891百万円の伊藤

忠商事株式会社を割当先とする第三者割当の払込が完了し、手元資金に加えて当該調達資金のうち75億

円を充当することで、平成22年９月30日までの間に上記公募社債のうち132億円について、買入消却を実

施いたしました。この結果、有利子負債の圧縮による財務体質の一層の強化と戦略的投資資金の調達を実

現することができましたが、引き続き財務基盤を更に強固なものにすべく、中期経営計画の方針に沿って

諸施策を実行してまいります。 

　こうした中、当第３四半期連結会計期間の営業収益は前年同四半期比50.5％減の4,754百万円となり、営

業利益、経常利益及び四半期純利益はそれぞれ1,703百万円（前年同四半期比171.6％増）、438百万円

（前年同四半期は849百万円の経常損失）、12百万円（前年同四半期は1,254百万円の四半期純損失）と

なりました。

 

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。
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①不動産投資アドバイザリー事業

不動産投資アドバイザリー事業につきましては、匿名組合分配損益が減少したものの、アクイジション

フィー等のフィー収入が増加いたしました。この結果、営業収益は666百万円（前年同四半期比171.7％

増）、営業利益は336百万円（同203.0％増）となりました。

　

②不動産投資事業

　不動産投資事業につきましては、バランスシートの圧縮に伴い、賃貸事業収入が減少いたしました。ま

た、前年同四半期は物件売却に伴い、売却損を計上したことから、不動産売却収入が大幅に減少したもの

の、利益率は改善いたしました。この結果、営業収益は3,226百万円（前年同四半期比60.9％減）、営業利

益は987百万円（前年同四半期は205百万円の営業損失）となりました。

　

③アセットマネジメント事業

アセットマネジメント事業につきましては、受託資産の増加に伴い、管理報酬であるアセットマネジメ

ントフィーが順調に増加したものの、成功報酬であるインセンティブフィーが減少いたしました。また、

受託資産残高の増加に伴い営業費用が増加した結果、営業収益は1,112百万円（前年同四半期比8.7％

減）、営業利益は710百万円（同21.5％減）となりました。

　

④債権投資マネジメント事業

債権投資マネジメント事業につきましては、成功報酬であるインセンティブフィーが増加したものの、

債権回収益が減少した結果、営業収益は144百万円（前年同四半期比46.9％減）、営業損失は30百万円

（前年同四半期は104百万円の営業利益）となりました。

　

(2）財政状態

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて13,384百万円減少し、205,218百

万円となりました。これは主に、有利子負債の返済による現金及び預金の減少があったことの他、自己勘

定物件が物件売却等により19,888百万円減少したこと等によるものであります。 

　負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べて29,881百万円減少し、134,195百万円となりまし

た。これは主に、第１回無担保公募社債の買入消却総額13,300百万円を中心とした有利子負債の減少によ

るものであります。 

　純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて16,497百万円増加し、71,023百万円となりまし

た。これは主に、公募及び第三者割当増資払込による資本金と資本剰余金の増加が合計で15,069百万円

あったこと、少数株主持分が995百万円増加したことによるものであります。なお、少数株主持分は、主に、

当社グループが連結したファンドに対する当社グループ以外の顧客投資家の出資持分であります。 

　また、物件の取得にあたり連結子会社においてノンリコースローンによる資金調達を行う場合がありま

すが、当該ノンリコースローンは物件を保有している子会社を対象に融資され、返済原資はその子会社が

保有する資産に係るキャッシュフローの範囲内に限定されるため、当社グループの有利子負債への依存

の分析にあたっては、当該ノンリコースローンの影響を控除する必要があります。 

　有利子負債の自己資本に対する比率（デット・エクイティ・レシオ）の推移は以下の通りです。 
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年９月期

有利子負債① 106,630 238,269 202,806 153,038 122,731

（うちノンリコースローン②） (29,640)(120,366)(78,528)(68,419)(68,198)

純資産③ 39,794 80,488 57,558 54,525 71,023

現金及び預金④ 34,390 39,369 11,872 18,291 14,605

純有利子負債⑤(①-②-④） 42,599 78,533 112,404 66,327 39,927

 ノンリコースローン控除後
 ネット・デット・エクイテ
 ィ・レシオ⑤/③(%)

107.0 97.6 195.3 121.6 56.2

　

(3)キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により1,441百万円増加し、投

資活動により1,399百万円増加し、財務活動により247百万円減少いたしました。この結果、当第３四半期

連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べ、2,611百万円増加し

16,358百万円となりました。

　

①営業活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において営業活動の結果、得られた資金は、1,441百万円（前年同四半期比

44.6％減）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益を412百万円計上したこと、匿名組合出

資金の分配金受取による収入が399百万円あったこと等によるものであります。

　

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において投資活動の結果、得られた資金は、1,399百万円（前年同四半期は

1,012百万円の使用）となりました。これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出

が1,120百万円あったものの、有形固定資産の売却による収入が3,069百万円あったこと等によるもので

あります。

　

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において財務活動の結果、使用した資金は、247百万円（前年同四半期比

96.4％減）となりました。これは主に、株式の発行による収入が14,738百万円あったものの、借入金の減

少や社債の償還による支出があったことによるものであります。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　
　

(5)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,400,000

計 2,400,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,291,186 2,291,186
東京証券取引所
(市場第一部)

（注）１

計 2,291,186 2,291,186― ―

(注)１　単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

    ２　提出日現在発行数には、平成22年11月１日以後提出日までに新株予約権の行使により発行された株式数は含ま

れておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　新株予約権

（2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債）

取締役会決議日（平成18年11月28日）

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 11個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(注)３ 349株

新株予約権の行使時の払込金額(注)１,２,３,４,５ 274,496円

新株予約権の行使期間
平成19年１月５日から
平成23年12月１日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(注)１,２,３,４

発行価格　　274,496円
資本組入額　137,248円

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はできないも
のとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 ―

代用払込みに関する事項 (注)６

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)７

新株予約権付社債の残高(百万円) 110

　

（2012年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債）

取締役会決議日（平成21年10月９日）

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 20,933個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 52,306株

新株予約権の行使時の払込金額(注)４,５ 34,881円30銭

新株予約権の行使期間
平成21年11月24日から
平成24年10月26日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(注)４

　    発行価格　　  34,881円30銭　
　資本組入額　　17,441円

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はできないも
のとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 ―

代用払込みに関する事項 (注)６

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)７

新株予約権付社債の残高(百万円) 2,093
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(注)１　平成19年９月３日付の公募増資に伴い、払込金額、発行価格及び資本組入額を調整しております。

２　平成21年10月26日付の増資に伴い、払込金額、発行価格及び資本組入額を調整しております。

３　平成19年７月１日付の株式分割に伴い、新株予約権の数、株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額を調整し

ております。

４　平成22年８月３日付の公募増資及び平成22年８月４日付の第三者割当増資に伴い、払込金額、発行価格及び資本

組入額を調整しております。

５　転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る価額で当社普通株式を発行し又

は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、次の算式により調整しております。なお、次の算式におい

て、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数であります。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
既発行株式数＋

発行又は
処分株式数

×
１株当たりの発行
又は処分価額

時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数

　　また、転換価額は、当社普通株式の分割（無償割当てを含む。）又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額を

もって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が行

われる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整しております。

６　新株予約権の行使に際し、当該新株予約権に係る本社債を出資するものとします。

７　当社が組織再編行為を行う場合、当社は承継会社等をして、承継会社等の新株予約権の交付をさせるよう最善の

努力を尽くすことを定めておりますが、その主な条件は以下のように定めております。

(1) 交付される承継会社等の新株予約権の数

当該組織再編行為の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の本新株予約権付社債所持人

が保有する本新株予約権の数と同一の数とします。

(2) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

(3) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編行為の条件

を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定する他、以下に従う。なお、転換価額は、時価を下回

る新株発行を行った場合と同様の調整に服する定めがあります。

（i）合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株

予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に

得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編行為において受領する承継会社等の普通株式の

数を受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編行為に際して承継会社等の普通株式以外の

証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の公正な市場価値（独立のフィナン

シャル・アドバイザーに諮問し、その意見を十分に考慮した上で、当社が決定するものとする。）を

承継会社等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領

できるようにする。

（ii）その他の組織再編行為の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約

権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新

株予約権付社債の所持人が得ることのできる経済的利益と同等の経済的利益（独立のフィナンシャ

ル・アドバイザーに諮問し、その意見を十分に考慮した上で、当社が決定するものとする。）を受領

できるように、転換価額を定める。

(4) 承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法

承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、承継会社等の新株予約権

１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とする。

(5) 承継会社等の新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編行為の効力発生日又は承継会社等の新株予約権を交付した日のいずれか遅い日から、本新株

予約権の行使期間の満了日までとする。

(6) 承継会社等の新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできないものとする。

(7) 承継会社等の新株予約権の取得条項

承継会社等の新株予約権の取得条項は定めない。

　

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　平成22年８月３日
（注）１

1,019,2042,231,1867,089 30,876 7,089 31,135

　平成22年８月４日
（注）２

60,0002,291,186 445 31,322 445 31,581

(注)１　有償一般募集増資

　発行価格　　　　　　　　　　　　14,855円

　発行価額　　　　　　　　　　　　13,911円

　資本組入額　　　　　　　　 　  　6,955.5円

　

　　２　有償第三者割当増資

　割当先：伊藤忠商事株式会社　　　

　発行価格　　　　　　　　　　　　14,855円

　発行価額　　　　　　　　　　　　14,855円

　資本組入額　　　　　　　　　  　 7,427.5円

　

(6) 【大株主の状況】

　

１．    当第３四半期会計期間において、野村證券株式会社他３社から、以下のとおり、平成22年９月６日付で提出され

た大量保有報告書により平成22年８月31日現在で141,245株を保有している旨の報告を受けておりますが、株主

名簿の記載内容の確認ができないため、当社としては実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 725 0.03

NOMURA INTERNATIONAL PLC
Nomura House,1 St.Martin's-le-Grand
London EC1A 4NP,UK

131,044 5.68

NOMURA SECURITIES 
INTERNATIONAL,Inc.

2 World Financial Center,Building B New
York,NY 10281-1198

― ―

野村アセットマネジメント株式
会社

東京都中央区日本橋一丁目12番１号 9,476 0.41

合計 ― 141,245 6.13

(注)　　NOMURA INTERNATIONAL PLCの保有株券等の数及び株券等保有割合には、保有潜在株式が含まれております。

　

２．    当第３四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社から、以下のとおり、平成22年９月１日付で提出さ

れた大量保有報告書（変更報告書）により平成22年８月18日現在で217,971株を保有している旨の報告を受けて

おりますが、株主名簿の記載内容の確認ができないため、当社としては実質所有株式数の確認ができておりませ

ん。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

エフエムアール エルエルシー
(FMR LLC)

82 Devonshire Street, Boston, 
Massachusetts 02109,USA

217,971 9.51

合計 ― 217,971 9.51
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３．    当第３四半期会計期間において、ホワイト＆ケース法律事務所を代理人とするエスエーシー・キャピタル・ア

ドバイザーズ・エルピーから、以下のとおり、平成22年８月26日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）

及び平成22年８月30日付で提出された大量保有報告書（訂正報告書）により平成22年８月24日現在で148,500株

を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容の確認ができないため、当社としては実質所

有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

エスエーシー・キャピタル・ア
ドバイザーズ・エルピー
(S.A.C.Capital Advisors,L.P.)

米国コネチカット州06902、スタンフォード、
カミングス・ポイント・ロード72

148,500 6.48

合計 ― 148,500 6.48

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成22年６月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式1,211,982 1,211,982 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,211,982― ―

総株主の議決権 ― 1,211,982 ―

(注)１  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２株（議決権２個）含まれ

ております。 

　　２  平成22年８月３日を払込期日とする公募による新株式発行により1,019,204株増加し、平成22年８月４日を払込

期日とする第三者割当による新株式発行により60,000株増加した結果、第３四半期会計期間末日現在の発行済株

式総数は2,291,186株となっております。

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 36,30028,90029,66034,35031,80023,95017,53015,99015,800

最低(円) 27,90023,78023,60026,00019,46014,50013,65012,21012,760

(注)　　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第３四半期連結累

計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第

３四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平

成22年１月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、東陽監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,605 18,291

信託預金 3,411 4,916

営業未収入金 1,751 1,128

販売用不動産 54,237 63,909

仕掛販売用不動産 － 2,461

買取債権 1,779 3,210

未収還付法人税等 277 1,191

繰延税金資産 308 299

その他 1,987 3,265

貸倒引当金 △171 △137

流動資産合計 78,186 98,536

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 43,963 45,131

減価償却累計額 △1,513 △877

建物及び構築物（純額） 42,449 44,253

土地 59,085 53,461

その他 531 530

減価償却累計額 △97 △101

その他（純額） 433 428

有形固定資産合計 101,969 98,143

無形固定資産

のれん － 236

その他 64 38

無形固定資産合計 64 275

投資その他の資産

投資有価証券 20,234 19,047

出資金 442 300

長期貸付金 849 869

繰延税金資産 146 160

その他 3,592 1,570

貸倒引当金 △266 △300

投資その他の資産合計 24,999 21,647

固定資産合計 127,032 120,066

資産合計 205,218 218,603
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 430 436

短期借入金 7,346 16,898

1年内返済予定の長期借入金 31,339 48,970

1年内償還予定の社債 3,550 18,086

未払法人税等 1,018 502

預り敷金 1,550 2,294

賞与引当金 53 －

繰延税金負債 － 1,722

その他 3,117 2,575

流動負債合計 48,406 91,488

固定負債

社債 6,903 8,553

長期借入金 73,591 60,529

繰延税金負債 1,841 7

退職給付引当金 44 34

長期預り敷金 3,079 3,067

その他 329 395

固定負債合計 85,789 72,588

負債合計 134,195 164,077

純資産の部

株主資本

資本金 31,322 23,787

資本剰余金 31,581 24,046

利益剰余金 △574 5

自己株式 － △88

株主資本合計 62,329 47,751

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 53 31

繰延ヘッジ損益 － △3

為替換算調整勘定 △139 △1,038

評価・換算差額等合計 △85 △1,009

少数株主持分 8,779 7,784

純資産合計 71,023 54,525

負債純資産合計 205,218 218,603
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

営業収益 69,940 27,931

営業原価 54,803 17,951

営業総利益 15,136 9,979

販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 － 97

役員報酬 149 179

給料及び賞与 838 798

賞与引当金繰入額 53 53

支払手数料 858 529

のれん償却額 921 206

その他 926 970

販売費及び一般管理費合計 3,747 2,835

営業利益 11,389 7,143

営業外収益

受取利息 45 63

還付加算金 52 －

受取配当金 55 42

持分法による投資利益 － 40

消費税等簡易課税差額収入 － 325

社債償還益 － 58

その他 52 56

営業外収益合計 205 587

営業外費用

支払利息 3,276 3,412

持分法による投資損失 1,700 －

支払手数料 755 469

株式交付費 － 331

その他 159 161

営業外費用合計 5,892 4,374

経常利益 5,702 3,356

特別利益

関係会社清算益 81 －

投資有価証券売却益 106 0

固定資産売却益 － 43

負ののれん発生益 － 30

その他 2 0

特別利益合計 191 74

特別損失

投資有価証券売却損 1,041 －

投資有価証券評価損 106 9

たな卸資産評価損 12,827 －

固定資産売却損 － 435

減損損失 － 1,068

関係会社整理損 － 554

その他 333 91

特別損失合計 14,308 2,160
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

匿名組合損益分配前税金等調整前四半期純利益又は
純損失（△）

△8,414 1,271

匿名組合損益分配額 △6 16

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△8,408 1,254

法人税等 ※1
 839

※1
 1,390

少数株主利益 846 387

四半期純損失（△） △10,094 △522
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

営業収益 9,606 4,754

営業原価 7,765 2,211

営業総利益 1,840 2,542

販売費及び一般管理費

役員報酬 48 66

給料及び賞与 224 229

賞与引当金繰入額 53 53

支払手数料 309 149

のれん償却額 307 －

その他 270 341

販売費及び一般管理費合計 1,213 839

営業利益 627 1,703

営業外収益

受取利息 16 47

持分法による投資利益 － 46

消費税等簡易課税差額収入 － 67

社債償還益 － 49

その他 19 42

営業外収益合計 35 253

営業外費用

支払利息 1,030 1,103

持分法による投資損失 181 －

支払手数料 57 75

株式交付費 － 331

その他 243 7

営業外費用合計 1,513 1,518

経常利益又は経常損失（△） △849 438

特別利益

関係会社清算益 10 －

関係会社整理損失引当金戻入額 － 16

その他 0 0

特別利益合計 11 17

特別損失

投資有価証券評価損 2 －

解約違約金 195 －

持分変動損失 － 38

その他 10 3

特別損失合計 208 41

匿名組合損益分配前税金等調整前四半期純利益又は
純損失（△）

△1,047 414

匿名組合損益分配額 0 2

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,047 412

法人税等 ※1
 314

※1
 271

少数株主利益 △107 127

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,254 12
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△8,408 1,254

減価償却費 762 944

減損損失 － 1,068

のれん償却額 921 206

買取債権回収損益及び譲渡損益（△は益） 529 △87

匿名組合投資損益（△は益） △75 △3

貸倒引当金の増減額（△は減少） 30 △5

賞与引当金の増減額（△は減少） 53 53

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7 －

受取利息 △45 △63

支払利息 3,276 3,412

持分法による投資損益（△は益） 1,700 △40

投資有価証券売却損益（△は益） 934 －

投資有価証券評価損益（△は益） 106 －

売上債権の増減額（△は増加） △116 △638

仕入債務の増減額（△は減少） 2,391 6

たな卸資産の増減額（△は増加） 49,817 11,433

買取債権の回収及び譲渡による収入 1,750 1,418

買取債権の購入による支出 △5,400 －

匿名組合出資金の分配金受取による収入 643 750

その他 1,018 △371

小計 49,897 19,339

利息及び配当金の受取額 107 133

利息の支払額 △3,295 △2,462

法人税等の支払額 △1,671 △944

法人税等の還付額 5,258 1,060

営業活動によるキャッシュ・フロー 50,296 17,126

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,906 △6,230

有形固定資産の売却による収入 2 6,926

無形固定資産の取得による支出 △27 △35

貸付けによる支出 △240 △46

貸付金の回収による収入 723 －

投資有価証券の取得による支出 － △1,054

投資有価証券の売却による収入 1,803 －

関係会社株式の取得による支出 － △499

関係会社出資金の払込による支出 △869 －

関係会社株式の売却による収入 376 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △1,120

その他 154 △1,835

投資活動によるキャッシュ・フロー △982 △3,894
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 26,948 5,128

短期借入金の返済による支出 △61,504 △14,680

長期借入れによる収入 20,800 22,795

長期借入金の返済による支出 △32,640 △31,099

株式の発行による収入 － 14,738

社債の発行による収入 － 100

社債の償還による支出 △4,707 △16,227

少数株主からの払込みによる収入 1,946 1,252

少数株主への配当金の支払額 △78 △15

少数株主への分配による支出 △7,302 △637

配当金の支払額 △3 －

その他 － 60

財務活動によるキャッシュ・フロー △56,541 △18,585

現金及び現金同等物に係る換算差額 △43 65

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,270 △5,287

現金及び現金同等物の期首残高 16,281 21,665

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△275 △19

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 8,734

※1
 16,358
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

１　連結の範囲の変更

（1）連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間において、㈲ケイディーエックス・ワン他５社は重要性が低下したことから、連結の

範囲から除外しております。なお、匿名組合KRF34他１社は新規設立したこと、㈱シー・アンド・ケーは持分を追

加取得したことから、第１四半期連結会計期間より連結子会社に含めております。

第２四半期連結会計期間において、㈲ユキツバキ・インベストメントは重要性が低下したことから、連結の範

囲から除外しております。

当第３四半期連結会計期間において、㈲KSLC2他３社は重要性が低下したこと、20 Cannon Street Ltd.は持分

の全部を譲渡したことから、連結の範囲から除外しております。なお、匿名組合Humanアセット第２号は持分を取

得したこと、匿名組合ファルコンは新規設立したことから、当第３四半期連結会計期間より連結子会社に含めて

おります。

（2）変更後の連結子会社の数

  61社

 
２　持分法適用の範囲の変更

（1）持分法適用関連会社の変更

第１四半期連結会計期間において、㈲ケイアンドピーインベストメントは清算結了したことから、持分法適用

の範囲から除外しております。前連結会計年度まで持分法適用の関連会社であった㈱シー・アンド・ケーは、持

分を追加取得したことから第１四半期連結会計期間より連結子会社に含めております。

第２四半期連結会計期間において、㈲エウロパ・インベストメント他３社は清算結了したこと、匿名組合サー

ビスアセット都心ファンドは匿名組合が終了したこと、(同)CKRF6は持分の全部を譲渡したこと、㈱コマーシャ

ル・アールイーは民事再生法の規定による再生手続開始の決定を受けており、かつ、実質的に影響力を有してい

るとは認められなくなったことから、持分法適用の範囲から除外しております。なお、㈱マックスリアルティー

は実質的に影響力を有していると認められることから、第２四半期連結会計期間より持分法適用の関連会社に

含めております。

当第３四半期連結会計期間において、㈲ケイアンドアールインベストメントは清算結了したこと、匿名組合

アール・ケイダブリュー・ツーは匿名組合が終了したことから、持分法適用の範囲から除外しております。

また、タッチストーン・キャピタル証券㈱は株式移転を実施し、タッチストーン・ホールディングス㈱を設立し

たことに伴い、当社は、タッチストーン・キャピタル証券㈱の株式に代えてタッチストーン・ホールディングス

㈱の株式を保有することになったため、タッチストーン・ホールディングス㈱を持分法適用の関連会社に含め、

タッチストーン・キャピタル証券㈱を持分法適用の範囲から除外しております。

（2）変更後の持分法適用関連会社の数

  71社

 

３　会計処理基準に関する事項の変更

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)、

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)、「『研究開発費等に係る会計基

準』の一部改正」(企業会計基準第23号 平成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準

第7号 平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 平成20年12月26日)、「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)を適

用しております。
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

　

（四半期連結損益計算書関係）

　前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業外収益の「還付加算金」（当第３四半期連結

累計期間13百万円）については、重要性が乏しくなったため、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

す。

　前第３四半期連結累計期間において、「その他」に含めて表示しておりました販売費及び一般管理費の「貸倒引

当金繰入額」（前第３四半期連結累計期間30百万円）、営業外収益の「消費税等簡易課税差額収入」（前第３四

半期連結累計期間10百万円）、営業外費用の「株式交付費」（前第３四半期連結累計期間０百万円）、特別利益の

「固定資産売却益」（前第３四半期連結累計期間０百万円）、特別損失の「固定資産売却損」（前第３四半期連

結累計期間１百万円）については、重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業活動によるキャッシュ・フローの「退職給付

引当金の増減額（△は減少）」「投資有価証券売却損益（△は益）」「投資有価証券評価損益（△は益）（当第

３四半期連結累計期間はそれぞれ９百万円、△０百万円、９百万円）、投資活動によるキャッシュ・フローの「貸

付金の回収による収入」「投資有価証券の売却による収入」「関係会社株式の売却による収入」（当第３四半期

連結累計期間はそれぞれ33百万円、５百万円、０百万円）、財務活動によるキャッシュ・フローの「配当金の支払

額」（当第３四半期連結累計期間△０百万円）については、重要性が乏しくなったため、それぞれ当第３四半期連

結累計期間より営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」、投資活動によるキャッシュ・フローの「その

他」、財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しております。 

　前第３四半期連結累計期間において、「その他」に含めて表示しておりました投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「投資有価証券の取得による支出」「関係会社株式の取得による支出」（前第３四半期連結累計期間はそ

れぞれ△４百万円、△２百万円）については、重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記して

おります。

　

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第３四半期連結会計期間において、固定負債の「その他」に含めて表示しておりました「長期預り敷金」（前

第３四半期連結会計期間1,674百万円）については、重要性が増したため、当第３四半期連結会計期間より区分掲

記しております。　

 

（四半期連結損益計算書関係）
　前第３四半期連結会計期間において、「その他」に含めて表示しておりました営業外収益の「消費税等簡易課税差
額収入」（前第３四半期連結会計期間７百万円）については、重要性が増したため、当第３四半期連結会計期間より
区分掲記しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

（棚卸資産の評価方法）

　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。　
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。　

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用しております。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

（匿名組合損益の会計処理）

　匿名組合が獲得した純損益の持分相当額については、従来、営業収益に計上しておりましたが、金額的重要性が増

してきたため、第１四半期連結会計期間より純利益については営業収益に、純損失については営業原価に計上して

おります。この結果、従来の方法によった場合に比較して、営業収益及び営業原価が600百万円多く計上されており

ます。

これにより、営業利益及び経常利益、税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

１　偶発債務 　
　当社グループは、(同)ヘルスケア・ワン他３社に対し
て、796百万円を上限として７年間賃料保証をする旨の
契約を締結しております。
　当社グループは、(同)トランザムアルファに対して、月
額64百万円を上限として５年間賃料保証をする旨の契
約を締結しております。
 

１　偶発債務 　
　当社グループは、(同)ヘルスケア・ワン他２社に対し
て、642百万円を上限として７年間賃料保証をする旨の
契約を締結しております。 
　当社グループは、㈲アール・ケイダブリュー・ツーが
締結している金銭消費貸借契約書に関連して、開発案件
の工事完成時期の遅延等により、貸付人に対して損害を
与えた場合には、当連結会計年度末の借入金残高2,750
百万円を上限として、貸付人が被った損害を賠償するス
ポンサー・レターを差し入れております。 

２　停止条件付債権売付契約
　当社グループは、一定条件に該当した場合に、他社が組
成したファンドのメザニンローン債権を取得する内容
の停止条件付債権売付契約を締結しております。本契約
により、当社グループは契約締結対価として手数料収入
を得る一方で、金融機関のプットオプションの行使によ
り、メザニンローンを取得する義務を負いますが、これ
により担保不動産に係る売却指図権を得ることになり、
担保不動産の処分により債権を回収する以外に、当社グ
ループまたは当社グループが組成するファンドにおい
て、対象不動産を取得することが可能となります。
　当社グループが、当第３四半期連結会計期間末現在、締
結している停止条件付債権売付契約における対象債権
金額は、3,348百万円であります。
 
 

２　停止条件付債権売付契約
　当社グループは、一定条件に該当した場合に、他社が組
成したファンドのメザニンローン債権を取得する内容
の停止条件付債権売付契約を締結しております。本契約
により、当社グループは契約締結対価として手数料収入
を得る一方で、金融機関のプットオプションの行使によ
り、メザニンローンを取得する義務を負いますが、これ
により担保不動産に係る売却指図権を得ることになり、
担保不動産の処分により債権を回収する以外に、当社グ
ループまたは当社グループが組成するファンドにおい
て、対象不動産を取得することが可能となります。
　当社グループが、当連結会計年度末現在、締結している
停止条件付債権売付契約における対象債権金額は4,668
百万円であります。 
　なお、前連結会計年度末において金融機関よりプット
オプションの行使を受けておりましたメザニンローン
（債権金額5,000百万円、譲渡価額5,000百万円）につき
ましては、当連結会計年度において、支払いを完了して
おります。 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間 
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年９月30日)

※１　当第３四半期連結累計期間に係る法人税、住民税及

び事業税と法人税等調整額については、当該科目を

一括して記載しております。

※１　　　　　　　　　　同左

　

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間 
(自　平成22年７月１日 
  至　平成22年９月30日)

※１　当第３四半期連結会計期間に係る法人税、住民税及

び事業税と法人税等調整額については、当該科目を

一括して記載しております。

※１　　　　　　　　　　同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
  至　平成22年９月30日)

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 6,015 百万円

信託預金  　4,289 　

　　　計   10,304

３か月超定期預金    △100   　　

使途制限付信託預金(注)  △1,470

現金及び現金同等物 8,734 百万円

(注)テナントから預っている敷金保証金の返還のために

留保されている信託預金等

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係　　　　

 

現金及び預金勘定 14,605 百万円

信託預金    3,411

　　　計  
  18,016  　　　　

　　　　

３か月超定期預金    △100　　

担保に供している預金等  　△528

使途制限付信託預金(注)  △1,029

現金及び現金同等物 16,358 百万円

(注)テナントから預っている敷金保証金の返還のために

留保されている信託預金等

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日

　至　平成22年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,291,186

　
　

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　当社は、平成22年８月３日を払込期日とする公募による新株式の発行及び平成22年８月４日を払込期日とす

る伊藤忠商事株式会社に対する第三者割当による新株式の発行により、資本金が7,534百万円、資本剰余金が

7,534百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が31,322百万円、資本剰余金が31,581百万

円となっております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

(単位:百万円)

　
不動産投資
アドバイザ
リー事業

不動産投資
事業

アセットマ
ネジメント
事業

債権投資
マネジメン
ト事業

計
 

消去又は
全社

連結
 

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

246 8,259 827 2729,606 ― 9,606

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

△1 ― 392 ― 390 (390) ―

計 245 8,259 1,219 2729,997(390) 9,606

営業利益又は営業損失(△) 111 △205 905 104 914 (287) 627

　

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(単位:百万円)

　
不動産投資
アドバイザ
リー事業

不動産投資
事業

アセットマ
ネジメント
事業

債権投資
マネジメン
ト事業

計
 

消去又は
全社

連結
 

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

549 3,226 832 1444,754 ― 4,754

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

117 ― 280 ― 397 (397) ―

計 666 3,226 1,112 1445,151(397) 4,754

営業利益又は営業損失(△) 336 987 710 △30 2,004(301) 1,703
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前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

　
不動産投資
アドバイザ
リー事業

不動産投資
事業

アセットマ
ネジメント
事業

債権投資
マネジメン
ト事業

計
 

消去又は
全社

連結
 

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

1,100 64,246 2,524 2,06969,940 ― 69,940

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

7 ― 1,124 ― 1,131(1,131) ―

計 1,107 64,246 3,648 2,06971,072(1,131)69,940

営業利益又は営業損失(△) 604 10,137 2,465 △93412,272(883) 11,389

　　

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

　
不動産投資
アドバイザ
リー事業

不動産投資
事業

アセットマ
ネジメント
事業

債権投資
マネジメン
ト事業

計
 

消去又は
全社

連結
 

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

1,492 23,086 2,755 59627,931 ― 27,931

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

188 ― 968 ― 1,157(1,157) ―

計 1,681 23,086 3,724 59629,088(1,157)27,931

営業利益 858 4,611 2,390 83 7,943(799) 7,143

(注) １　事業区分の方法

　　　　　 当社グループの事業内容を勘案しております。

　　 ２　各事業の主な内容

　 （1）不動産アドバイザリー事業
不動産売買の仲介、不動産投資の案件発掘、投資実行のコンサルティング及び
不動産ファンドへの共同投資

　 （2）不動産投資事業 自己勘定による不動産投資

　 （3）アセットマネジメント事業 不動産の管理及び投資対象物件の価値上昇のためのコンサルティング

　 （4）債権投資マネジメント事業
債権売買の仲介、債権投資の案件発掘、投資実行のコンサルティング及び自己
勘定による債権投資
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び当第３四半期連結会計期

間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１

日　至　平成21年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び当第３四半期連結会計期

間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１

日　至　平成21年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

　海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

　 　

　 27,166円32銭
　

　 　

　 38,577円82銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり

　　四半期純利益金額

　

　　第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△)
 

△15,857円76銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式は存在しますが１株当たり四半期純損失で
あるため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純損失金額(△)
 

△366円16銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式は存在しますが１株当たり四半期純損失で
あるため記載しておりません。
　

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)
(百万円)

△10,094 △522

普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △10,094 △522

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 636,582 1,427,677

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株
式について前連結会計年度末から重要な変動がある
場合の概要

－ －
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　　第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額
 

△1,970円68銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式は存在しますが１株当たり四半期純損失で
あるため記載しておりません。
　

１株当たり四半期純利益金額 
 

　7円34銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

　

(注)  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期
純損失(△)  (百万円)

△1,254 12

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)
(百万円)

△1,254 12

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 636,617 1,751,584

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株
式について前連結会計年度末から重要な変動がある
場合の概要

－ －

　
　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ケネディクス株式会社(E05235)

四半期報告書

35/37



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月６日

ケネディクス株式会社

取締役会  御中

　

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　金野栄太郎　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    山田嗣也      印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    太田裕士      印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているケネ

ディクス株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成21年7月１日から平成21年9月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21

年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ケネディクス株式会社及び連結子会社の平成

21年9月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

１．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社及

び連結子会社は第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年10月9日開催の取締役会において新株式及び平

成24年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の発行を決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月８日

ケネディクス株式会社

取締役会  御中

　

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　金野栄太郎　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    山田嗣也      印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    太田裕士      印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているケネ

ディクス株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成

22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ケネディクス株式会社及び連結子会社の平成

２２年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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